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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホースが接続されるコネクタ、前記コネクタに連結される筒状本体、前記筒状本体内で
軸線方向に移動自在な作動部材、前記筒状本体の外周部位で軸線方向に移動自在なスリー
ブ部材、及び前記筒状本体の非コネクタ側に位置され、前記スリーブ部材の内径面で、軸
径方向の位置が規制されるロック用ボールを備え、前記スリーブ部材の軸線方向における
非コネクタ側部位に前記ロック用ボールを外径側位置に規制する第１規制面と、当該第１
規制面よりコネクタ側に設けられ前記ロック用ボールを内径側位置に規制する第２規制面
とを備えて構成され、前記ロック用ボールが前記第２規制面により径方向移動を規制され
、前記作動部材がコネクタ側に移動した開放姿勢で、非コネクタ側である継手先端からの
流体の流出が許容される開放状態と、前記ロック用ボールが前記第１規制面により径方向
移動を規制され、前記作動部材が非コネクタ側に移動した閉止姿勢で、前記継手先端から
の流体の流出が停止される閉止状態との間で、切換自在に構成される継手部材を、
　プラグ本体と前記継手部材が接続される接続部とを備えて構成され、軸線方向の先端か
ら基端に渡る内部流体流路を備え、前記接続部の先端から基端側に向けて第１環状部、前
記ロック用ボールを受け入れるロック溝部及び第２環状部を備えたプラグに接続するホー
ス接続構造に使用する誤接続防止装置であって、
　筒状筺体、前記筒状筺体に対して軸線方向に移動自在な可動部材及び、前記筒状筺体の
基端側から前記可動部材を先端側に付勢する付勢部材を備えて構成され、
　前記筒状筺体、可動部材及び付勢部材の内径が前記第１環状部及び前記第２環状部の外
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形より大きく、前記筒状筺体、可動部材及び付勢部材を前記第１環状部及び前記第２環状
部の外径部位に装着可能に構成され、
　前記可動部材が、前記第２環状部の外周面に沿って軸線方向に移動自在に構成されると
共に、前記可動部材の外径が前記スリーブ部材の内径よりも小さく構成され、
　前記継手部材を前記プラグに接続する接続操作において、前記可動部材が前記筒状筺体
内に引退して、前記継手部材が前記閉止状態から前記開放状態となるのを許容する誤接続
防止装置。
【請求項２】
　前記可動部材が前記付勢部材により付勢され、前記可動部材が前記筒状筺体から突出し
ている可動部材突出姿勢で、前記プラグに装着された装着状態において、前記可動部材の
先端が前記プラグの先端よりプラグ基端側に位置される請求項１に記載の誤接続防止装置
。
【請求項３】
　前記可動部材が前記付勢部材により付勢され、前記可動部材が前記筒状筺体から突出し
ている可動部材突出姿勢で、前記プラグに装着された装着状態において、前記可動部材の
先端が前記プラグの先端よりも前方へ突出する請求項１に記載の誤接続防止装置。
【請求項４】
　前記可動部材の先端部は、その外径が先端側ほど縮径となるテーパー形状である請求項
１乃至３のいずれか一項記載の誤接続防止装置。
【請求項５】
　前記可動部材の先端部は、軸心方向に沿ってその先端から基端側へ向けて設けられた複
数の切欠部により分離された複数の分割先端部位から成り、前記複数の分割先端部位の夫
々は、前記継手部材の前記筒状本体の非コネクタ側の端部へ当接する請求項１乃至４のい
ずれか一項に記載の誤接続防止装置。
【請求項６】
　前記付勢部材は、前記ホースが直接前記プラグに接続される場合に、前記プラグから前
記ホースを脱離させる弾性力を有する請求項１乃至５の何れか一項に記載の誤接続防止装
置。
【請求項７】
　前記筒状筐体と前記可動部材との間に、前記可動部材が前記筒状筺体から分離するのを
防止する係合機構を有する請求項１乃至６の何れか一項に記載の誤接続防止装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７の何れか一項に記載の誤接続防止装置を前記プラグの前記第１環状部及
び前記第２環状部の外径部位に装着してなるホースの誤接続防止構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、本来、継手部材を介してプラグに接続されるホース（例えば、ガスホース）
が、ガス機器等に設けられているプラグに直接接続されるのを防止する誤接続防止装置及
び誤接続防止構造に関する。
　本願で提案する誤接続防止装置及び誤接続防止構造は、従来、存在したものではなく、
今般発明者が鋭意研究の結果、独自の課題に基づいて開発したものである。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、ガス機器の一例としてのガス炊飯器に設けられているプラグに、本願
の対象となる継手部材を介して、ガスホースを接続する構造が示されている。この特許文
献１に係る発明では、プラグに接続検知手段を設けることで、ガス機器のプラグへのガス
コードの正常接続状態、またガスホースの誤接続状態を確実に検知する。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２００６－８３９８９号公報
【０００４】
　まず、本願において、その前提となる継手部材２０を介したホース１０のプラグ４０へ
の接続を、図面に基づいて説明する。図１には、この継手部材２０の構造を、図２にはプ
ラグ４０の構造を示している。また、図１は、プラグ４０に継手部材２０が接続されてい
ない状態であり、継手部材２０の先端からの流体の流出が停止される閉止状態を示してい
る。一方、図３は、プラグ４０に継手部材２０が接続され、ホース１０、継手部材２０、
プラグ４０に渡って流体流路２２が形成され、ホース１０側からガス機器（図示せず）の
側へガスの供給が可能な状態を示している。この状態では、継手部材２０は、その先端か
らの流体の流出が許容される開放状態となっている。
【０００５】
　以下、これらの図面を使用して、１　継手部材２０の構成、２　プラグ４０の構成、３
　プラグ４０への継手部材２０の接続動作、４　プラグ４０からの継手部材２０の分離動
作の順に説明する。
【０００６】
１　継手部材２０の構成
　図１に示すように、継手部材２０は、概略、ホース１０が接続されるコネクタ１１、コ
ネクタ１１に連結される筒状本体２１、筒状本体２１の内側で軸線方向に移動自在な作動
部材３３、筒状本体２１の外周部位で軸線方向に移動自在なスリーブ部材３４、及び前記
筒状本体２１の非コネクタ側に位置され、スリーブ部材３４の内径面により軸径方向の位
置が規制されるロック用ボール３５を備えて構成されている。そして、コネクタ１１と作
動部材３３との間には、コネクタ１１に対して作動部材３３を非コネクタ側である先端側
に付勢する付勢部材である第１コイルバネ３１が設けられ、カバー部材２３とスリーブ部
材３４との間には、カバー部材２３に対してスリーブ部材３４を先端側に付勢する付勢部
材である第２コイルバネ３２が設けられている。
【０００７】
　さらに、継手部材２０に設けられたカバー部材２３は、主に、継手部材２０をプラグ４
０に接続する場合に、作業者が継手部材２０を保持するために使用される。
　また、継手部材２０には、前記ロック用ボール３５を先端側から位置決めする先端部材
２４が設けられている。
【０００８】
　継手部材２０に設けられたスリーブ部材３４は、筒状本体２１及び先端部材２４に対し
て、軸線方向に移動自在とされている。そして、図１から判明するように、前述の閉止状
態にあっては、スリーブ部材３４は先端部材２４に対して、その端面を同じくする位置に
位置される。一方、図３からも判明するように、前述の開放状態にあっては、スリーブ部
材３４は先端部材２４に対して、スリーブ部材３４が先端側に突出する位置に位置される
。
【０００９】
　さて、前記スリーブ部材３４の軸線方向における非コネクタ側部位には、ロック用ボー
ル３５を外径側部位に規制する第１規制面２５が設けられ、当該第１規制面２５よりコネ
クタ側には、ロック用ボール３５を内径側部位に規制する第２規制面２６が設けられてい
る。
　そして、図１に示す閉止状態では、ロック用ボール３５とスリーブ部材３４との位置関
係から、ロック用ボール３５が第１規制面２５により径方向移動を規制され、作動部材３
３が非コネクタ側に移動した閉止姿勢で、非コネクタ側である継手先端からの流体の流出
が停止される。
　一方、図３に示す開放状態では、ロック用ボール３５とスリーブ部材３４との位置関係
から、ロック用ボール３５が第２規制面２６により径方向移動を規制され、作動部材３３
がコネクタ側に移動した開放姿勢で、継手先端からの流体の流出が許容される。したがっ
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て、この継手部材２０は、その閉止状態と開放状態との間で、切替自在に構成されている
。
【００１０】
２　プラグ４０の構成
　プラグ４０は、図２に示すように、プラグ本体４５と継手部材２０が接続される接続部
とを備えて構成され、軸線方向の先端から基端に渡る内部流体流路４６を備え、接続部の
先端側から基端側へ向けて第１環状部４１、ロック用ボール３５を受け入れるロック溝部
４２及び第２環状部４３を順に備えて構成されている。
　同図に示す例では、第１環状部４１と第２環状部４３とは同径に構成されており、ロッ
ク溝部４２は、断面視において略三角形状の溝として構成されている。
　さらに、このプラグ４０は、第２環状部４３より基端側に当該第２環状部４３より大径
の小径部４４を備えている。さらに、その基端側には、小径部４４よりさらに大径のプラ
グ本体４５を備えている。
　この小径部４４及びプラグ本体４５と、先に説明したスリーブ部材３４との関係は、図
３からも判明するように、小径部４４の外径がスリーブ部材３４の内径より小さく、プラ
グ本体４５の外径がスリーブ部材３４の外径より大きく設定されており、開放状態におい
てスリーブ部材３４が突出された場合、前記スリーブ部材３４が小径部４４を外嵌するよ
うに構成されている。
【００１１】
３　プラグ４０への継手部材２０の接続動作
　プラグ４０への継手部材２０の接続動作に際しては、作業者は、継手部材２０のカバー
部材２３を持って、プラグ４０を継手部材２０の内部に進入させる。この状態で、継手部
材２０は、図１に示す閉止状態にある。進入操作において、プラグ４０の先端は作動部材
３３の先端に当接し、作動部材３３を押し込む。この状況で、継手部材２０は、図１に示
す閉止状態から、図３に示す開放状態に切り替えられるのであるが、プラグ４０の継手部
材２０に対する進入に伴って、ロック用ボール３５がロック溝部４２に嵌り込むと共に、
先端側に付勢されているスリーブ部材３４のロック用ボール３５による基端側への位置保
持が解除され、スリーブ部材３４が先端側に突出する。この状態が、図３に示される開放
状態である。
【００１２】
４　プラグ４０からの継手部材２０の分離動作
　プラグ４０からの継手部材２０の分離動作に際しては、作業者は、継手部材２０のスリ
ーブ部材３４を持って、このスリーブ部材３４を継手部材２０の基端側に移動させる。移
動前の状態で、継手部材２０は、図３に示す開放状態にある。移動操作において、作業者
が、スリーブ部材３４を、第２コイルバネ３２の付勢力に抗して基端側に移動されること
で、スリーブ部材３４の第１規制面２５が軸線方向のロック用ボール３５に相対する位置
に来て、ロック用ボール３５がロック溝部４２から脱離される。これにより、スリーブ部
材３４がロック用ボール３５により基端側に位置保持されると共に、継手部材２０がプラ
グ４０から分離される。この状態が、図１に示される閉止状態である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本願発明は、ガス機器に備えられるプラグにホースを接続する場合に、継手部材を介し
て接続する正常接続状態と、ホースが直接プラグに接続される誤接続状態とが発生するの
に関するものであり、その目的は、プラグに本願にいう誤接続防止装置を装着しておくこ
とにより、誤接続状態が発生するのを積極的に防止することである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記目的を達成するための本発明に係る誤接続防止装置は、ホースが接続されるコネク
タ、前記コネクタに連結される筒状本体、前記筒状本体内で軸線方向に移動自在な作動部
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材、前記筒状本体の外周部位で軸線方向に移動自在なスリーブ部材、及び前記筒状本体の
非コネクタ側に位置され、前記スリーブ部材の内径面で、軸径方向の位置が規制されるロ
ック用ボールを備え、前記スリーブ部材の軸線方向における非コネクタ側部位に前記ロッ
ク用ボールを外径側位置に規制する第１規制面と、当該第１規制面よりコネクタ側に設け
られ前記ロック用ボールを内径側位置に規制する第２規制面とを備えて構成され、前記ロ
ック用ボールが前記第２規制面により径方向移動を規制され、前記作動部材がコネクタ側
に移動した開放姿勢で、非コネクタ側である継手先端からの流体の流出が許容される開放
状態と、前記ロック用ボールが前記第１規制面により径方向移動を規制され、前記作動部
材が非コネクタ側に移動した閉止姿勢で、前記継手先端からの流体の流出が停止される閉
止状態との間で、切換自在に構成される継手部材を、
　プラグ本体と前記継手部材が接続される接続部とを備えて構成され、軸線方向の先端か
ら基端に渡る内部流体流路を備え、前記接続部の先端から基端側に向けて第１環状部、前
記ロック用ボールを受け入れるロック溝部及び第２環状部を備えたプラグに接続するホー
ス接続構造に使用するものであって、
　その特徴構成は、筒状筺体、前記筒状筺体に対して軸線方向に移動自在な可動部材及び
、前記筒状筺体の基端側から前記可動部材を先端側に付勢する付勢部材を備えて構成され
、
　前記筒状筺体、可動部材及び付勢部材の内径が前記第１環状部及び前記第２環状部の外
形より大きく、前記筒状筺体、可動部材及び付勢部材を前記第１環状部及び前記第２環状
部の外径部位に装着可能に構成され、
　前記可動部材が、前記第２環状部の外周面に沿って軸線方向に移動自在に構成されると
共に、前記可動部材の外径が前記スリーブ部材の内径よりも小さく構成され、
　前記継手部材を前記プラグに接続する接続操作において、前記可動部材が前記筒状筺体
内に引退して、前記継手部材が前記閉止状態から前記開放状態となるのを許容する点にあ
る。
【００１５】
　本願の誤接続防止装置は、主に、ガス機器等に設けられるプラグに装着された状態でそ
の機能を発揮するものである。以下、本願の誤接続防止装置がプラグに装着された状態で
、本願の誤接続防止装置が奏する作用効果及び機能について説明する。
【００１６】
　上述した本願の特徴構成によれば、作業者が継手部材をプラグへ進入させる正常接続を
する場合、可動部材は、その外径がスリーブ部材の内径よりも小さいため、スリーブ部材
に接触することなく、スリーブ部材の内径側の先端部材に当接してプラグの基端側に押し
込まれることとなる。これと共に、プラグの先端との当接により作動部材が非コネクタ側
に押し込まれることで、ロック用ボールのボール溝部への進入が許容され、継手部材とプ
ラグが正常接続される。また、この状態で、スリーブ部材を非コネクタ側に固定していた
ロック用ボールが外径側位置の第１規制面から内径側位置の第２規制面で位置規制される
こととなり、スリーブ部材が先端側に突出する。
　そして、継手部材とプラグとが正常接続状態にある場合、第２規制面により内径側位置
に位置規制されているロック用ボールは、ロック溝部に嵌り込んでいるため、可動部材が
スリーブ部材の内側の先端部材を押圧しても、継手部材とプラグとの接続は維持されるこ
ととなる。
　一方、作業者がホースをプラグへ進入させる誤接続をする場合、通常、作業者はプラグ
の外径より内径が小さいホースを使用する。この場合、当該ホースの内径は、可動部材の
外径よりも当然に小さい。このため、ホースの先端は、可動部材の先端部に当接すること
となる。この状態で、ホースがプラグへ進入すると、可動部材は付勢部材によりプラグの
先端側に付勢されているため、ホースは可動部材により押し戻されることとなり、ホース
のプラグへの誤接続が回避できる。
　以上より、継手部材はプラグに安全に接続して正常接続状態を実現し維持可能であると
共に、ホースがプラグに接続される誤接続を解除して、誤接続状態を積極的に防止する誤



(6) JP 5249846 B2 2013.7.31

10

20

30

40

50

接続防止装置が実現できる。
【００１７】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記可動部材が前記付勢部材により
付勢され、前記可動部材が前記筒状筺体から突出している可動部材突出姿勢で、前記プラ
グに装着された装着状態において、前記可動部材の先端が前記プラグの先端よりプラグ基
端側に位置される点にある。
【００１８】
　上記特徴構成によれば、プラグに対し可動部材が装着された装着状態において、可動部
材が筒状筐体から突出している可動部材突出姿勢をとる自然状態で、可動部材の先端が、
プラグの先端よりプラグの基端側に位置していることで、プラグの先端が外部に露出した
状態とできる。これにより、作業者は、継手部材の軸芯とプラグの軸芯との位置合わせを
比較的簡単に行うことができる。この結果、継手部材とプラグとを確実に接続することが
できる。
【００１９】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記可動部材が前記付勢部材により
付勢され、前記可動部材が前記筒状筺体から突出している可動部材突出姿勢で、前記プラ
グに装着された装着状態において、前記可動部材の先端が前記プラグの先端よりも前方へ
突出する点にある。
【００２０】
　上記特徴構成によれば、プラグに対し可動部材が装着された装着状態において、可動部
材が筒状筐体から突出している可動部材突出姿勢をとっている自然状態で、可動部材の先
端が、プラグの先端よりも前方へ突出していることで、プラグの全体を可動部材により完
全に覆うことができる。これにより、プラグが外部に露出していない状態となるため、作
業者がホースをプラグへ装着し難くすることができる。これにより、ホースのプラグに対
する誤接続を未然に防止できる。
【００２１】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記可動部材の先端部は、その外径
が先端側ほど縮径となるテーパー形状である点にある。
【００２２】
　上記特徴構成によれば、可動部材の先端部は、その外径が先端側ほど縮径となるテーパ
ー形状となっていることで、ホースが、プラグに対し無理に押し込まれた場合、ホースの
先端を可動部材の先端部で軸径方向の外側に広げることができる。これにより、ホースが
、軸線方向におけるプラグの基端側へ押し込まれる力を、軸径方向外側へ逃がすことがで
きる。この結果、ホースが、プラグの基端側に押し込まれ難くし、誤接続をより一層良好
に防止できる。
【００２３】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記可動部材の先端部は、軸心方向
に沿ってその先端から基端側へ向けて設けられた複数の切欠部により分離された複数の分
割先端部位から成り、前記複数の分割先端部位の夫々は、前記継手部材の前記筒状本体の
非コネクタ側の端部へ当接する点にある。
【００２４】
　上記特徴構成によれば、可動部材の先端部が、その軸心方向に沿う複数の切欠部により
分離された複数の分割先端部位を形成しているので、当該複数の分割先端部位は、ホース
がプラグに対し無理に押し込まれた場合、夫々の分割先端部位が、独立してホースをプラ
グ基端側から先端側へ押し返すことができる。これにより、一部の分割先端部位が、ホー
スを押し戻せない場合でも、他の分割先端部位が、ホースをプラグ先端側から基端側へ押
し戻すことができる。
　具体的には、例えば、軸線方向でロック溝部が形成された部位において、ホースがロッ
ク溝部に進入した場合、可動部材に設けられる分割先端部位の一部が、軸径方向外側へ広
がり、分割先端部位の一部とロック溝部との間にホースが挟持される場合がある。上記特
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徴構成によれば、このような場合であっても、他の分割先端部位が、軸径方向において元
の位置を守り、ホースを、プラグ基端側から先端側へ押し戻す機能を発揮するので、プラ
グに対するホースの誤接続を良好に防止できる。
　一方、プラグに対して継手部材が接続される場合、複数の分割先端部位は、軸線方向で
プラグに沿ってプラグ先端側から基端側へ押し込まれる継手部材の筒状本体の非コネクタ
側の端部に当接して、適切にプラグ基端側へ導かれる。
　また、他の効果として、可動部材の先端の複数の分割先端部位は、分割されていること
により、軸径方向で外側に広がり易くなっているので、可動部材とロック溝部との間にホ
ースが噛み込んだ場合にも、比較的簡単にホースを抜きとることができる。
【００２５】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記付勢部材は、前記ホースが直接
前記プラグに接続される場合に、前記プラグから前記ホースを脱離させる弾性力を有する
点にある。
【００２６】
　上記特徴構成によれば、ホースがプラグに対し無理に押し込まれた場合であっても、ホ
ースが軸径方向に収縮してプラグに対し固定する力よりも、可動部材を先端側に付勢する
付勢部材の弾性力を強く設定することで、プラグからホースを脱離させる。これにより、
ホースのプラグに対する誤接続を積極的に防止できる。
　尚、上述したように、継手部材がプラグに接続される正常接続状態では、継手部材に設
けられたロック用ボールが、プラグのロック溝部に嵌り込んで、両者の軸線方向の移動が
完全にロックされる。このため、付勢部材の弾性力を強くした場合であっても、継手部材
とプラグとの正常接続状態を良好に維持できる。
【００２７】
　本発明に係る誤接続防止装置の更なる特徴構成は、前記筒状筐体と前記可動部材との間
に、前記可動部材が前記筒状筺体から分離するのを防止する係合機構を有する点にある。
【００２８】
　上記特徴構成によれば、前記可動部材が前記筒状筺体から突出している可動部材突出姿
勢で、可動部材と筒状筐体とが係合機構により係合するので、可動部材がプラグの先端側
へ脱離することを防止できる。さらに、上記可動部材突出姿勢において、可動部材は付勢
部材により先端側へ付勢された状態とすることができる。これにより、ホースがプラグに
進入する場合、ホースと可動部材とが当接する当初から、比較的強い力で、可動部材がホ
ースをプラグから脱離する方向へ押圧することができる。このようにすることで、より一
層ホースのプラグに対する誤接続を防止できる。
【００２９】
　本発明の上記課題を達成するためのホースの誤接続防止構造の特徴構成は、上述した誤
接続防止装置を前記プラグの前記第１環状部及び前記第２環状部の外径部位に装着する点
にある。
【００３０】
　上記特徴構成によれば、誤接続防止構造は、上述した誤接続防止装置が奏する作用効果
を良好に発揮することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１】閉止状態の継手部材の断面図である。
【図２】プラグの断面図である。
【図３】プラグに接続され開放状態の継手部材の断面図である。
【図４】本発明の誤接続防止装置の第１実施形態を示す斜視図及び断面図である。
【図５】本発明の誤接続防止装置を装着したプラグに対して継手部材を接続する時の経時
的な断面図である。
【図６】本発明の誤接続防止装置を装着したプラグに対してホースを接続しようとした場
合の断面図である。
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【図７】本発明の誤接続防止装置の別実施形態を示す斜視図及び断面図である。
【図８】本発明の別実施形態の誤接続防止装置を装着したプラグに対してホースを接続し
ようとした場合の断面図である。
【図９】本発明の別実施形態の誤接続防止装置の可動部材とプラグとの間に隙間を設けた
状態において、プラグに対しホースを接続しようとした場合の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　本発明の誤接続防止装置１００及び誤接続防止構造の実施の形態について、図面に基づ
いて説明する。尚、継手部材２０の構成、プラグ４０の構成、継手部材２０を介してプラ
グ４０にホース１０を接続する接続動作、継手部材２０のプラグ４０からの分離動作のう
ち、上述した特許文献１に開示されているものと同様の構成、接続動作、及び分離動作に
ついては、同様の符号を付することとし、説明を割愛することがある。
【００３３】
　本発明の誤接続防止装置１００は、図４（ａ）に示すように、筒状筐体５０、当該筒状
筐体５０に対してその内部で軸線方向に移動自在な可動部材５１、及び当該筒状筐体５０
の基端側から可動部材５１を先端側に付勢する第３コイルバネ５２（付勢部材の一例）と
から構成されている。当該筒状筐体５０、可動部材５１、及び第３コイルバネ５２は、プ
ラグ４０に対して着脱自在に構成されている。以下、筒状筐体５０、可動部材５１、及び
第３コイルバネ５２を、図４（ｂ）及び図４（ｃ）に基づいて、夫々がプラグ４０へ装着
された状態で説明する。
【００３４】
　筒状筐体５０は、軸線方向において先端側（図４において右側）が開口しており、基端
側（図４において左側）がプラグ４０の小径部４４の外周に沿って固定されると共に、軸
線方向において、プラグ４０の第２環状部４３の基端側の一部と小径部４４の先端側の一
部とを外囲する位置に位置される。筒状筐体５０の先端には、軸径方向の内側に突出する
環状凸部５３が設けられ、後述する可動部材５１の爪部５４と係合する。筒状筐体５０は
、後に詳述する第３コイルバネ５２を外囲し保護する機能を有すると共に、継手部材２０
とプラグ４０とを着脱する場合、作業者が保持する保持部位として機能する。
【００３５】
　第３コイルバネ５２は、その基端を上記筒状筐体５０の基端側に設けられた環状鍔部５
８に当接されると共に、その先端を後に詳述する可動部材５１の内周に設けられた段部５
７に当接され、さらに、プラグ４０の第２環状部４３の外周面に沿う形態で設けられてい
る。これにより、第３コイルバネ５２は、可動部材５１を軸線方向に移動自在にすると共
に、可動部材５１を軸線方向の先端側に付勢するように機能する。
　第３コイルバネ５２の弾性力は、プラグ４０の接続部にホース１０が直接接続された場
合、ホース１０を即座に脱離させる値に設定している。
　また、第３コイルバネ５２は、圧縮状態、伸張状態のいずれの状態においても、その全
体が筒状筐体５０と後に詳述する可動部材５１の内側に位置するように設けられる。第３
コイルバネ５２、筒状筐体５０、及び可動部材５１のこのような配置構成は、作業者が第
３コイルバネ５２が伸縮することにより手等を挟むことを防止する機能を発揮する。
【００３６】
　可動部材５１は、その内径が上記プラグ４０の第１環状部４１及び第２環状部４３の外
径より大きく、プラグ４０の第１環状部４１及び第２環状部４３の外周面に沿うように設
けられ、軸線方向において、第１環状部４１及び第２環状部４３に沿う形態で筒状筐体５
０の内部で移動自在に構成されている。
　可動部材５１の先端部５５は、その外径が先端側ほど縮径となるテーパー形状を有して
いる。当該先端部５５は、図４（ｂ）及び図４（ｃ）に示されているように、断面視にお
いて、斜面が先端側に向けられた直角三角形状を有している。当該先端部５５は、プラグ
４０の先端部にホース１０が直接押し込まれる場合、ホース１０の先端をテーパー形状に
沿って広げる形態で、軸線方向に押し込まれる力を軸径方向外側に拡散させる機能を発揮
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する。
　可動部材５１の基端側には、上述した筒状筐体５０の先端側に設けられた環状凸部５３
と係合する爪部５４を有している。当該爪部５４は、可動部材５１がプラグ４０の先端側
に突出する可動部材突出姿勢において、環状凸部５３と係合状態を維持する形態で、可動
部材５１が筒状筐体５０から分離するのを防止する係合機構として機能する。
　可動部材５１の基端側には、さらに、爪部５４を周方向に分離する複数の間隙５６（図
４及び図５を参照）が設けられている。当該間隙５６は、可動部材５１が筒状筐体５０の
先端側から基端側に内挿される場合に周方向に収縮し、内挿された後に周方向に伸張する
形態で、可動部材５１が筒状筐体５０へ良好に内挿されるように機能する。
　可動部材５１は、上述したように内周に沿って段部５７を有しており、当該段部５７が
第３コイルバネ５２により押圧される形態で先端側に付勢される。
　可動部材５１の先端部５５は、爪部５４が環状凸部５３と係合している可動部材突出姿
勢では、軸線方向で、プラグ４０の第１環状部４１の略中央に位置し、引退姿勢では、軸
線方向で、プラグ４０の第２環状部４３の中央より先端側に位置する。
【００３７】
　次に、図５（ａ）を用いて、可動部材５１、プラグ４０の第１環状部４１及び第２環状
部４３、作動部材３３、スリーブ部材３４、及び先端部材２４の径の関係について説明す
る。
　上述したように、可動部材５１の内径は、プラグ４０の第１環状部４１及び第２環状部
４３の外径よりも大きいか又はそれに沿う径としている。可動部材５１の外径は、スリー
ブ部材３４の内径よりも小さい径とし、スリーブ部材３４の内側に設けられる先端部材２
４の内径よりは大きい径としている。そして、プラグ４０の第１環状部４１の外径は、先
端部材２４の内径より小さい径で且つ、作動部材３３の内径より大きい径としている。
　このように各部材の径を設定することにより、後述する継手部材２０とプラグ４０との
正常接続状態において、可動部材５１を、スリーブ部材３４及び作動部材３３には接触せ
ず、先端部材２４にのみ当接させ、可動部材５１を先端部材２４によりプラグ４０の基端
側へ押し込ませることができる。また、プラグ４０の第１環状部４１を、作動部材３３に
当接させ、作動部材３３をプラグ４０の第１環状部４１により継手部材２０の基端側へ押
し込ませることができる。
【００３８】
　次に、本発明の誤接続防止装置１００をプラグ４０に装着した状態で、５　プラグ４０
への継手部材２０の接続動作及び、６　プラグ４０からの継手部材２０の分離動作につい
て、図１、図２、及び図５に基づいて説明する。
【００３９】
　５　プラグ４０への継手部材２０の接続動作
　図５（ａ）及び図５（ｂ）に示す進入前の状態において、継手部材２０は、図１に示さ
れているような閉止状態にある。本願の誤接続防止装置１００において、第３コイルバネ
５２が可動部材５１を先端側の限界位置まで付勢しており、可動部材５１の爪部５４と筒
状筐体５０の環状凸部５３とが係合する。この時、可動部材５１の先端部５５は、プラグ
４０の第１環状部４１の軸線方向の略中央に位置している。
【００４０】
　図５（ｃ）乃至図５（ｅ）に示す進入状態において、プラグ４０の第１環状部４１の先
端は、作動部材３３の先端に当接し、作動部材３３をコネクタ１１側に押し込むと共に、
先端部材２４が、可動部材５１の先端部５５に当接し、可動部材５１をプラグ４０の基端
側に押し込む。この時、可動部材５１の外径は、スリーブ部材３４の内径よりも小さく構
成されているため、スリーブ部材３４は可動部材５１に接触することはなく、可動部材５
１から軸線方向に力が加えられることはない。
【００４１】
　図５（ｆ）に示す進入完了時の状態において、継手部材２０は、図１に示す閉止状態か
ら図３に示す開放状態へ切り替えられ、スリーブ部材３４が先端側に突出することとなる
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。即ち、プラグ４０が、図５（ｆ）の状態まで進入すると、作動部材３３がコネクタ１１
側に引退すると共に、作動部材３３の先端の外周面により外径側位置である第１規制面２
５に位置していたロック用ボール３５が、プラグ４０のロック溝部４２に嵌り込む。これ
により、スリーブ部材３４のロック用ボール３５による基端側への位置保持が解除され、
スリーブ部材３４が先端側に突出する。ここで、可動部材５１は、プラグ４０の基端側の
限界位置まで移動する。この時、可動部材５１の先端部５５と当接する先端部材２４は、
コネクタ１１側に付勢されることとなるが、継手部材２０のロック用ボール３５がプラグ
４０のロック溝部４２に嵌り込んでいるため、継手部材２０のプラグ４０への接続状態が
維持される。
【００４２】
　６　プラグ４０からの継手部材の分離動作
　図５（ｆ）に示す分離開始時の状態において、作業者は、継手部材２０のスリーブ部材
３４を持って、当該スリーブ部材３４を継手部材２０のコネクタ１１側である基端側に移
動させる。移動前の状態で、継手部材２０は、図３に示す開放状態となっている。
　図５（ｅ）乃至図５（ｃ）に示す分離途中の状態において、作業者が、スリーブ部材３
４を、第２コイルバネ３２の付勢力に抗して基端側に移動されることで、スリーブ部材３
４の第１規制面２５が軸線方向のロック用ボール３５に相対する位置に来て、ロック用ボ
ール３５がロック溝部４２から脱離される。これにより、スリーブ部材３４がロック用ボ
ール３５により基端側に位置保持されると共に、継手部材２０がプラグ４０から分離され
る。この時、可動部材５１は、先端部材２４の先端部５５を押圧しながら、徐々にプラグ
４０の先端側へ移動する。
　図５（ｂ）乃至図５（ａ）に示す分離完了時の状態において、作動部材３３は、第１コ
イルバネ３１により、基端側から先端側に付勢され、流体流路２２を封止するので、継手
部材２０は開放状態から閉止状態へと切り替えられる。
【００４３】
　次に、本発明の誤接続防止装置１００をプラグ４０に装着した状態で、ホース１０が誤
接続されることを防止する誤接続防止動作を、図６に基づいて説明する。
　図６（ａ）及び図６（ｂ）に示すように、ホース１０がプラグ４０に接続されようとす
る場合、プラグ４０を外囲する可動部材５１の外径は、通常利用されるホース１０の内径
よりも大きく設計されているため、ホース１０がプラグ４０の基端側に向けて押し込まれ
ると、可動部材５１の先端部５５がホース１０を押し戻すように機能する。ここで、第３
コイルバネ５２の弾性力は、ホース１０がプラグ４０に接続された場合に、プラグ４０へ
のホース１０の接続を即座に解除する程度の力に設定している。
　また、可動部材５１の先端部５５は、先端側ほど縮径となる所謂テーパー形状としてい
るため、ホース１０がプラグ４０の基端側である軸線方向に押し込まれる力を、軸径方向
に逃がすように機能する。
【００４４】
〔別実施形態〕
　以下に、本発明の誤接続防止装置１００の別実施形態を示す。
　（１）
　本発明の誤接続防止装置１００及びそれを備えた誤接続防止構造の別実施形態では、上
述の実施形態と同じく、図７（ａ）及び（ｄ）に示す如く、プラグ４０に装着自在な筒状
筐体５０、当該筒状筐体５０に対してその内部で軸線方向に移動自在な可動部材５１、及
び当該筒状筐体５０の基端側から可動部材５１を先端側へ付勢する第３コイルバネ５２（
付勢部材の一例）とから構成されている。本実施形態では、可動部材５１の先端部の具体
的な構成のみが、上述の実施形態と異なるので、以下では、その点を具体的に説明し、他
の構成についての説明は割愛する。
【００４５】
　図７（ａ）、（ｄ）に示す如く、可動部材５１の先端部５５は、軸心方向に沿って先端
側から設けられた複数の切欠部６０により分離された複数の分割先端部位６１から構成さ
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れている。当該複数の切欠部６０は、周方向に間隔を隔てて設けられており、その数は、
図７（ｄ）に示すように、少なくとも２つ以上６つ以下であることが好ましい。周方向で
その切欠部６０の間に設けられている分割先端部位６１の数は、切欠部６１と同様の数と
なる。このように、分割先端部位６１の数を、少なくとも２つ以上にすることで、プラグ
４０に対しホース１０が押し込まれた場合、仮に、一の分割先端部位６１がホース１０を
押し返せない状態になった場合であっても、他の分割先端部位６１がホース１０を押し返
すことができる。
　一方、分割先端部位６１の数を、６以下にすることで、周方向において分割先端部位６
１の長さを一定以上とすることができ、分割先端部位６１の強度をホース１０の押し込み
力に耐え得るものに維持できる。
　切欠部６０の軸線方向の長さは、可動部材５１の長さの０．３倍以上０．５倍以下程度
が好ましい。これにより、分割先端部位６１は隣接する分割先端部位６１から適切に分離
することができ、夫々の分割先端部位６１が、独立して、ホース１０を押し返す力を発揮
する。
　複数の切欠部６０の周方向における配置は、周方向で可動部材５１の基端側に複数設け
られた間隙５６の間に設けられているものであることが好ましい。更には、周方向におい
て、隣接する間隙５６から等しい間隔を隔てて設けられることがより一層好ましい。
　これにより、可動部材５１全体の強度をホース１０の押し込み力に耐え得るものに維持
できる。
【００４６】
　プラグ４０に対し装着された本実施形態の誤接続防止装置１００は、図７（ｂ）に示す
如く、継手部材２０がプラグ４０に対して、プラグ先端側から基端側へ押し込まれると、
可動部材５１の先端部５５に設けられた複数の分割先端部位６１の夫々は、継手部材２０
の先端部材２４の非コネクタ側の端部に当接し、適切にプラグ基端側へ導かれる。そして
、図７（ｃ）に示す如く、プラグ４０のロック溝部４２に対し継手部材２０のロック用ボ
ール３５が嵌り込んで接続状態となった場合、可動部材５１は、先端部材２４の非コネク
タ側の端部によりプラグ基端側へ位置固定される。
【００４７】
　一方、ホース１０が、プラグ４０に対してプラグ先端側から基端側へ押し込まれる場合
、図８（ａ）に示す如く、可動部材５１の夫々の分割先端部位６１が、ホース１０を独立
して押し返すことができる。これにより、例えば、図８（ｂ）に示すように、複数の分割
先端部位６１ａの一部が、軸線方向でロック溝部４２が形成された部位において、ロック
溝部４２に嵌り込んだホース１０を軸径方向の外側から噛み込みホース１０を押し返せな
い場合、他の分割先端部位６１ｂが、ホース１０をプラグ基端側から先端側へ押し返す機
能を発揮する。
【００４８】
　また、本実施形態の可動部材５１は、図９に示す如く、可動部材５１とプラグ４０との
間に隙間６２を設けて構成することができる。これにより、ホース１０が押し込まれた場
合、ホース１０の押し込み力を、軸線方向から他の方向へ分散させることができる。
（２）
　本発明の可動部材５１の先端部５５は、継手部材２０がプラグ４０に接続されていない
非接続状態において、軸線方向においてプラグ４０の第１環状部４１の略中央に位置する
ように構成したが、プラグ４０の先端側に突出するように構成することもできる。このよ
うに構成することで、プラグ４０が可動部材５１に完全に外囲まれることとなるので、ホ
ース１０がプラグ４０に、より接続し難くなる。
【００４９】
（３）
　本発明の可動部材５１の先端部５５の外径は、先端側ほど縮径となる形状としたが、別
にこの形状に限定する必要はなく、例えば、軸線方向に垂直な当接面を有する形状として
もよい。
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（４）
　第３コイルバネ５２は、ホース１０がプラグ４０に直接接続された場合に即座に脱離さ
せるため、可動部材５１がプラグ４０の先端側に突出している可動部材突出姿勢において
、自然状態よりも収縮して備えることができる。このようにすることで、比較的弾性力が
弱い第３コイルバネ５２であっても、ホース１０がプラグ４０の接続部に押し込まれる場
合、ホース１０に対して即座に脱離させる程度の力を加えることができる。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本願発明の誤接続防止装置及び誤接続防止装置を備えた接続装置は、ガス機器等に設け
られているプラグに本願にいう誤接続防止装置を装着しておくことにより、当該プラグに
ホースが直接接続される誤接続状態が発生することを積極的に防止する装置として、有効
に利用可能である。
【符号の説明】
【００５２】
２０：継手部材
２１：筒状本体
２５：第１規制面
２６：第２規制面
３３：作動部材
３４：スリーブ部材
３５：ロック用ボール
４０：プラグ
４１：第１環状部
４２：ロック溝部
４３：第２環状部
４６：内部流体流路
５０：筒状筐体
５１：可動部材
５２：第３コイルバネ（付勢部材の一例）
５５：先端部
６０：切欠部
６１：分割先端部位
１００：誤接続防止装置
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